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We researched how road-related projects are evaluated and what indicators are used to prioritize them 
in New Zealand. We found that projects are evaluated comprehensively from three criteria: “Strategic 
fit”, “Effectiveness” and “economic efficiency (B/C)”. Intersection improvement projects are evaluated 
based on the reduction in accidents calculated by a formula which has been derived from past 
accidents. 
 

 

［研究目的及び経緯］ 

本研究では道路事業がもたらす多様な効果を算定

する手法を開発することを目的としている。 

本年度は、国外の道路防災事業や交差点改良事業

等の採択可否判定プロセス、判定に用いる指標及び

指標の算定方法について調査を行った。ここでは、

ニュージーランド道路庁（NZ Transport Agency）に

対してヒアリングを行い、事業採択時の優先順位付

けの方法、橋梁の耐震化事業における便益算定方法、

及び交差点改良事業による交通事故削減効果の算定

方法を調査した結果を報告する。 

［研究成果］ 

１．事業採択可否判定プロセス 

ニュージーランドでは、各個別事業に対し、費用

便益分析（B/C）を含む多基準分析により 11 段階の

優先順位付けを行い、採択可否判定を行っている。

なお、B/C<1 の事業は採択しない。また、採択可否

判定は、図 1 に示すⅠ～Ⅲのプロセスで行っている。 

Ⅰ.16 の事業分類(activity class)への予算配分 

国家政策文書(Government Policy Statement：GPS)

における政策目標に応じて、事業分類（activity 

class）毎の予算枠を設定している。なお、現行 GPS

の政策目標は、主に「重大事故の減少」及び「渋滞

緩和と貨物輸送効率の向上を通した経済効果」であ

る。 

事業分類毎に設定される年間予算は上下限の枠が

設けられており、災害等の想定外の事象による事業規

模の変更にも対応可能な柔軟な予算設定となっている。 

Ⅱ.個別事業の優先順位付け 

各個別事業を次の①～③の評価指標について、3 段階

 

多基準分析 
 

Ⅰ．16の事業分類(activity class)への 
予算配分 

政策目標（主に「重大事故の減少」と「渋滞緩和と貨

物輸送効率の向上を通した経済効果」）に基づいた

予算配分 
事業分類 （Activity Class） 

年度 
予算  

上限  
下限 

国道の新設・改良 1,150 
New and improved infrastructure for State highways  800 
地方道の新設・改良 250 
New and improved infrastructure for local roads  150 
国道のリニューアル 240 
Renewal of State highways  200 
地方道のリニューアル 230 
Renewal of local roads 190 
国道の維持管理・運用 335 
Maintenance and operation of State highways  270 
地方道の維持管理・運用 265 
Maintenance and operation of local roads  200 
道路交通管制 295 
Road policing  285 
公共交通サービス 215 
Public transport services  185 
公共交通インフラ 100 
Public transport infrastructure  20 
ＴＤＭ及び地域プログラム 55 
Demand management and community programs  40 
歩道・自転車道施設 25 
Walking and cycling facilities  10 
分野別研修・研究 7 
Sector training and research  5 
国内海上輸送整備 2 
Domestic sea freight development  0 
鉄道及び海上輸送 2.5 
Rail and sea freight  0 
交通計画 40 
Transport planning  34 
予算配分システム管理運営 39 
Management of the funding allocation system  33 

Ⅱ．個別事業の優先ランク付け 

評価プロファイル
(HHH, MHL, LLH, etc.) 

①戦略との適合性 
Strategic Fit 
(H or M or L) 

②有効性 
Effectiveness 
(H or M or L) 

③経済有効性
Economic Efficiency 

(H or M or L) 

優先ランク付け 
評価プロファイル 

(Profile) 
優先ランク

(Priority Order) 
HHH       1 

HHM HMH MHH   2 

HMM HLH MMH   3 

HLM HHL MLH   4 

HML MHM MMM   5 

HLL MLM LHH LMH 6 

MHL LHM     7 

MML LLH LMM   8 

LHL MLL     9 

LML LLM     10 

LLL       11 

Ⅲ．個別事業の採択可否判定 

事業分類：国道のリニューアル 

事業分類：地方道の新設・改良 

事業 k(ＨＭＬ) 
事業 l(ＭＭＭ) 

優先ランク１ 事業 a(ＨＨＨ) 
事業 b(ＨＨＨ) 

事業 c(ＨＨＭ) 

事業 d(ＨＭＭ) 
事業 e(ＨＭＭ) 
事業 f(ＨＬＨ) 
事業 g(ＭＭＨ) 

事業 h(ＨＬＭ) 
事業 i(ＨＬＭ) 
事業 j(ＭＬＨ) 

優先ランク２ 

 
 

優先ランク３ 

 
優先ランク４ 

優先ランク５ 

事業分類：国道の新設・改良 

予算枠：1,150million$(上限) 

採択 

不採択 

国家政策文書(GPS)
The NZTA’s 

Economic Evaluation 
Manual 

The NZTA’s Planning, 
Programming and 
Funding Mannual 

The NZTA’s Planning, 
Programming and Funding 

Mannual 

図 1 ニュージーランドの道路事業における採択可否判定プロセス 
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評価（H =High、M =Medium、L =Low）を行った上で、

11 のランクに優先順位付けする。 

①戦略との適合性(Strategic fit) 

国家的な政策と合致しているかどうか、交通安全対

策に資するかどうかで評価する。 

（例：国家的に重要な商業地区へのアクセス性を向

上させる幹線道路の場合にＨ） 

②有効性（Effectiveness） 

他の計画・戦略などとの相乗的な効果が見込まれる

かどうかを評価する。 

（例：交通モード間の連携を改善する場合にＨ） 

③経済効率性（Ｂ/Ｃ）（Economic Efficiency） 

費用便益分析の結果に基づいて評価する。 

（Ｈ：B/C≧4 Ｍ:4＞B/C≧2 Ｌ:2＞B/C≧1） 

なお、①～③の評価結果に基づく 11 ランクの優先順

位付けの方法は、表 1 に示すとおりである。 

Ⅲ.事業の採択可否判定 

事業分類（activity class）毎に、その予算枠内で、

優先順位の高い事業から採択される。 

２．道路防災事業の便益算定 

橋梁の耐震化事業における費用便益分析では、事業

を実施しない場合の地震による倒壊（不通になる）確

率を考慮し、発生する負の便益を解消する効果を便益

に計上している。 

倒壊確率の設定にあたっては、ＰＧＡ（地表面最大

加速度）、Zone Factor（地震地域係数）及び橋梁の残

存共用年数を考慮しており、地質学者へのヒアリング

も行っている。 

橋梁の耐震化事業による効果としては、交通途絶に

よる迂回に伴う利用者の損失（走行時間、走行経費の

増加等）の解消とともに、発災後必要となる一時的な

橋梁の設置費の削減が考慮される。これらの効果に倒

壊確率を乗じ、便益を算定している。 

３．交差点改良事業の便益算定 

交差点改良事業においては、交通事故の削減効果に

関する便益算定が行われている。便益算定のひとつの

手法として、事故データベースに基づく事故予測式に

より、事故率の変化を算定する手法が用いられる。 

事故予測式は、自動車同士の右折直進事故や横断中

の歩行者と自動車の事故等、事故タイプごとに設定さ

れている。表 2 は事故予測式の一例を示したものであ

る。これらの式のパラメータは、ＣＡＳ（Crash 

Analysis System）による事故履歴データをもとに回帰

分析に行い推計される。ＣＡＳとは、過去の事故デー

タが蓄積されたデータベースである。 

また、予測式に代入する交差点方向別交通量は、現

地交通量調査の結果や近傍箇所の交通量データ等を入

力値とし、ミクロシミュレーションを行って設定して

いる。 

事故タイプ 事故予測式 

出会い頭 

（自動車対自動車） 

 

A = 1.06 × 10–4 × q2
 0.36 × q11 

0.38 

AT：事故率 q2/q11:自動車交通量（台/日） 

歩行者対自動車 

 

A = 3.22 × 10–2 × Qe–0.05 × P0.03 

A：事故率 Qe：流入交通量（台/日） Ｐ：横断歩行者交通量（人/日）

 

表 2 交差点部の事故予測式の例

①
戦略との適

合性

②
有効性

③
経済効率性

評価プロ
ファイル

H HHH 1
M HMH 2
L HLH 3
H HHM 2
M HMM 3
L HLM 4
H HHL 4
M HML 5
L HLL 6
H MHH 2
M MMH 3
L MLH 4
H MHM 5
M MMM 5
L MLM 6
H MHL 7
M MML 8
L MLL 9
H LHH 6
M LMH 6
L LLH 8
H LHM 7
M LMM 8
L LLM 10
H LHL 9
M LML 10
L LLL 11

優先ランク
（バーが長いほど優先度高）

H

H

M

L

M

H

M

L

L

H

M

L

表 1 評価結果の優先ランク 

- 11 -
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There are calls to implement measures to improve service levels on interurban roads efficiently and 
effectively as well as at low cost, such as by efficiently using existing road space. This year, we estimated the 
service levels of interurban roads and compared the service levels in each region. We also collected good 
practices of road structures in order to improve mobility services. 
 

 

［研究目的及び経緯］ 

我が国の都市間道路については、旅行速度等が欧米

と比較して低い水準にあるものの、財政状況、地勢等

から、新たに高規格の道路を大量かつ早期に整備して

いくことは困難な状況にある。したがって、既存道路

内での工夫等、比較的コストをかけることなく、効率

的かつ効果的にサービス水準の向上を図る対策へのニ

ーズが高まっている。 

以上のことから、国土技術政策総合研究所では、都

市間道路のサービス水準指標の開発及びサービス向上

に資する既存道路の道路構造改善方策に関する研究を

行っている。本年度はこの一環として、全国の都市間

道路のサービス水準の試算と地域間比較及びその影響

要因に関する事例分析、並びにサービス向上のための

道路構造の工夫事例の収集等を行った。 

［研究内容］ 

(1)都市間道路のサービス水準の試算と地域比較 

1)最短経路探索による都市間等の旅行時間の算出 

全国 207 生活圏中心地の隣接ペア，本州 34 都府県庁

所在地間ペアについて、平成 22 年度道路交通センサス

の昼間 12 時間平均旅行速度等を用いて最短時間経路

探索を行い，それぞれ高速道路を含む全道路を活用し

た経路（高速活用ルート）と一般道路のみを対象とし

た経路（一般道ルート）による旅行時間を算出した。 

2)都市間道路のサービス水準の地域比較 

選定した都市間道路について、旅行速度や快適性指

標等のサービス水準の地域比較や、信号交差点密度と

旅行速度の関係など旅行速度の特性について分析した。 

(2)サービス水準に影響を及ぼす要因の事例分析 

1)サービス水準と道路種別に関する概略分析 

経路選定で抽出した路線を対象に、道路種別（道路

構造令の道路種級区分など）の旅行速度の特性を分析

した。 

2)旅行速度に影響する道路構造に関する詳細分析 

平均旅行速度と道路構造要因の関係において特徴的

な 50 経路を抽出し，区間毎に交通状況と道路構造の把

握が可能な道路詳細カルテを作成した。これにより，

旅行速度と道路構造との関係や課題について分析した。 

3)道路管理者へのヒアリング及び現地調査 

道路構造上の工夫が認められる 5 区間について，道

路管理者へのヒアリング調査及び実走調査を行った。 

(3)サービス水準向上のための工夫事例等の収集整理 

1)国内における工夫事例の収集整理 

道路構造上の工夫に関する事例収集を行い，その一

部について，目的・内容・効果を整理した。 

2)ラウンドアバウト等海外基準の収集整理 

米・英・独等の 5 ヶ国について，ラウンドアバウト

や 2＋1 車線道路等の設計基準を整理した。 

(4)震災による交流圏の変化の状況の整理  

総合交通分析システム（NITAS）を用いて，東日本大

震災による交通網の寸断が東北地方の主要都市の交流

圏に及ぼした影響について分析した。 
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［研究成果］ 

(1)都市間道路のサービス水準の試算と地域比較 

1)最短経路探索による都市間等の旅行時間の算出 

都府県庁所在地間の 1,122 ペア、隣接生活圏の 904

ペアについて、高速活用及び一般道ルートを選定した。 

2)都市間道路のサービス水準の地域比較 

平均旅行速度の結果（図 1）では、三大都市圏のほ

か、三陸沿岸や近畿・四国地方の太平洋側等で旅行速

度の低い地域が存在した。なお、平均旅行速度 60km/h

以上の隣接生活圏ペアは全体の 3 割程度であった。 

 

(2)サービス水準に影響を及ぼす要因の事例分析 

1)サービス水準と道路種別に関する概略分析 

道路構造令において、同種の道路では上位の級ほど

設計速度は高く設定しているものの、同種内における

級別での速度階層はみられなかった（図 2）。特に第 1

級や第 2 級において速度の低下やばらつきがみられた。 

 

2)旅行速度に影響する道路構造に関する詳細分析 

作成した道路詳細カルテから，サービス水準に影響

を及ぼす道路構造上の要因として、①信号交差点密度

や②アクセスコントロールの有無、③交通量が多くな

い 2 車線道路での付加車線の有無などが明らかになっ

た。また、カルテから旅行速度の連続性に課題がみら

れ、特に高速道路へ接続する一般道路のサービス水準

の低さが問題として挙げられた。 

3)道路管理者へのヒアリング及び現地調査 

2 車線道路における付加追越車線の設置経緯や、道

路空間再配分の考え方等について回答を得られた。 

(3)サービス水準向上のための工夫事例等の収集整理 

1)国内における工夫事例の収集整理 

建設コンサルタント等へのアンケートを行い，84 社

からの回答を得た。記者発表資料も合わせて収集し，

道路空間再配分による車線数増加例（路肩や高架下の

投雪帯を活用した例）などを工夫事例として整理した。 

2)ラウンドアバウト等海外基準の収集整理 

英国の DMRB マニュアル，米国の HCM 等を用いてラウ

ンドアバウトの設計基準等について整理した。 

(4)震災による交流圏の変化の状況の整理 

仙台市の例（図 3）では、震災による変化（図：左

上→左下）は，太平洋側における南北方向の交流圏の

縮小が顕著であった。震災直後から震災半年後の変化

（図：左下→右下）は，東北道・三陸道等の復旧によ

って，震災前とほぼ同じ交流圏に回復した。 

 

［成果の活用］ 

本成果は、性能照査型道路設計を踏まえた、適切な

道路階層及びその性能目標の設定の際の基礎資料とし

て活用する。また、道路詳細カルテや工夫事例につい

ては道路管理者へ広く周知することを予定している。

さらに今後、ラウンドアバウト等のサービス向上に資

する道路構造の実用展開に向けた検討を予定している。 

  
図 1 都市間平均旅行速度の地域比較 

（隣接生活圏間高速活用ルート） 
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※都府県庁所在地間高速活用ルートで選定された路線を対象 

図 2 道路種級別平均旅行速度(第 3種、第 4種道路)

期間（a）：震災前

平成22年4月1日

～平成22年6月30日

期間（b） ：震災前

平成22年9月1日

～平成22年11月30日

期間（c） ：震災直後

平成23年3月12日

～平成23年3月26日

期間（d） ：震災後

平成23年9月1日

～平成23年11月30日

中心都市

1時間交流圏

3時間交通圏

震災前後で時
間圏域の変化
が大きい箇所

凡 例

震

災

に

よ
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時

間

圏

の

変
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復 旧 前 後 で の 時 間 圏 の 変 化

図 3 震災前後の交流圏の変化（仙台市、道路モード）

【凡例】 

30km/h 未満 

30～40 

40～50 

50～60 

60km/h 以上 
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